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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。 

２．売上高には、消費税等は含まれていません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、

又潜在株式が存在しないため記載していません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期 
連結累計期間

第64期
第１四半期 
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 1,425,215 1,779,054 6,594,181

経常利益又は経常損失(△) (千円) △107,291 17,936 △203,875

四半期(当期)純損失(△) (千円) △110,660 △78,349 △281,605

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △165,942 △101,285 △264,940

純資産額 (千円) 7,369,385 7,129,775 7,269,731

総資産額 (千円) 9,915,265 10,238,004 10,176,725

１株当たり四半期(当期)純損失金額 
(△)

(円) △4.30 △3.04 △10.94

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 74.3 69.6 71.4

２ 【事業の内容】



当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在していません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。 

当第１四半期連結累計期間の当社グループの売上高については、カーエレクトロニクス分野及び小型携帯電子機

器分野の需要が増加して、前年同四半期の売上高を上回り、震災前の水準を回復しました。その結果、総売上高

は、前年同四半期比24.8％増加し、17億７千９百万円となりました。 

収益面については、円高基調及びタンタル材料価格の高止まりが続いたものの、売上高の増加により、営業利益

１千５百万円（前年同四半期比１億３千５百万円増加）、経常利益１千７百万円（前年同四半期比１億２千５百万

円増加）となりました。また、四半期純損益につきましては、特別損失として投資有価証券評価損８千７百万円の

計上等があり、四半期純損失７千８百万円（前年同四半期比３千２百万円改善）となりました。 
  

セグメントの業績は次のとおりです。 
  

売上高は、カーエレクトロニクス分野、小型携帯電子機器分野及び情報通信インフラ分野の販売が増加した結

果、前年同四半期比30.2％増加し、14億７千２百万円となり、セグメント利益は１億１千６百万円（前年同期比

１億２千３百万円増加）となりました。 

売上高は、カーエレクトロニクス分野及び小型携帯電子機器分野の販売が増加した結果、前年同四半期比

15.1％増加し、２億３千５百万円となり、セグメント利益は４千１百万円（前年同四半期比134.3％増加)となり

ました。 

主として、フィルムコンデンサ事業の売上高が、主に産業機器向けの販売が減少した結果、前年同四半期比

20.7％減少し、７千万円となり、セグメント損失は１千７百万円（前年同期比９百万円悪化）となりました。 

  

 タンタルコンデンサ事業においては、下面電極構造タイプの導電性高分子タンタルコンデンサのラインアップ

の拡充を行い、回路保護素子事業においては、高電流・高電圧に対応するヒューズの開発を行いました。当第１四

半期連結累計期間の研究開発費の総額は６千２百万円です。 

  

当社グループの直面する事業環境については、対米ドル為替レートの今後の動向、タンタル材料価格の高止まり

等、これからも厳しい状況が継続するものと予想されます。 

当社グループとしては、経営理念の原点に立ち返ってお客様の信頼を得ることを第一とし、営業戦略目標として

は、下面電極構造タイプの導電性高分子タンタルコンデンサ及びカーエレクトロニクス分野向けの回路保護素子の

売上拡大及び海外売上高の増加を図り、開発戦略目標では、現在進めています高電流・高電圧に対応するヒューズ

の開発を完了し市場投入を推進します。また、コスト面では、収率向上等の継続的なコストダウンを実施し引き続

き売上高に対応したコスト体系の維持を図ります。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

①タンタルコンデンサ事業

②回路保護素子事業

③その他

(2) 研究開発活動

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し



  

当社グループは、経営環境の変化に即した柔軟な会社運営を行うことを基本として、平成23年４月１日を起点と

する３年間の中期経営計画を策定し、平成25年３月期は中期経営計画の２年目として一丸となって遂行中です。 

一定の売上高で営業黒字となるように全社における徹底したコストダウン及び費用管理を継続して実践し、連結

営業黒字体質の確立に努める所存です。 

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 78,383,013

計 78,383,013

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 26,220,000 26,220,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株です。

計 26,220,000 26,220,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年６月30日 ― 26,220,000 ― 2,219,588 ― 3,341,270

(6) 【大株主の状況】



  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿により記載しています。 

平成24年３月31日現在 

 
（注）１  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)

含まれています。 

２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式167株が含まれています 

  

  

平成24年３月31日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 484,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,510,000
25,510 ―

単元未満株式  
普通株式 226,000 ― ―

発行済株式総数 26,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 25,510 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
松尾電機株式会社

大阪府豊中市千成町
３丁目５番３号

484,000 ― 484,000 1.85

計 ― 484,000 ― 484,000 1.85

２ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けています。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,919,514 1,871,769

受取手形及び売掛金 ※ 2,514,299 ※ 2,579,432

有価証券 92,295 89,949

製品 791,778 912,244

仕掛品 561,382 543,225

原材料及び貯蔵品 411,764 394,078

その他 37,484 42,873

貸倒引当金 △2,528 △2,584

流動資産合計 6,325,991 6,430,988

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具 15,658,973 15,697,970

減価償却累計額及び減損損失累計額 △14,320,474 △14,354,781

機械装置及び運搬具（純額） 1,338,498 1,343,188

その他 6,761,218 6,832,848

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,219,991 △5,229,988

その他（純額） 1,541,226 1,602,860

有形固定資産合計 2,879,725 2,946,049

無形固定資産 29,454 29,419

投資その他の資産

投資有価証券 920,645 810,648

その他 23,173 23,162

貸倒引当金 △2,264 △2,264

投資その他の資産合計 941,554 831,546

固定資産合計 3,850,734 3,807,015

資産合計 10,176,725 10,238,004



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,002,581 1,082,637

短期借入金 700,000 700,000

未払法人税等 16,168 12,015

設備関係支払手形 67,923 98,672

その他 369,832 470,814

流動負債合計 2,156,506 2,364,139

固定負債

繰延税金負債 122,612 121,062

退職給付引当金 533,428 531,281

環境対策引当金 9,322 9,322

資産除去債務 6,820 6,851

その他 78,305 75,571

固定負債合計 750,487 744,089

負債合計 2,906,994 3,108,229

純資産の部

株主資本

資本金 2,219,588 2,219,588

資本剰余金 3,341,270 3,341,270

利益剰余金 1,868,707 1,751,751

自己株式 △84,355 △84,420

株主資本合計 7,345,210 7,228,190

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △75,226 △98,166

繰延ヘッジ損益 △253 △248

その他の包括利益累計額合計 △75,479 △98,415

純資産合計 7,269,731 7,129,775

負債純資産合計 10,176,725 10,238,004



(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

売上高 1,425,215 1,779,054

売上原価 ※ 1,191,364 ※ 1,417,544

売上総利益 233,851 361,509

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 134,290 127,616

退職給付費用 10,453 7,990

貸倒引当金繰入額 － 56

その他 208,919 210,285

販売費及び一般管理費合計 353,663 345,948

営業利益又は営業損失（△） △119,811 15,561

営業外収益

受取利息 240 129

受取配当金 12,482 10,508

その他 4,058 1,030

営業外収益合計 16,780 11,668

営業外費用

支払利息 1,971 2,330

為替差損 2,071 6,741

その他 217 221

営業外費用合計 4,260 9,293

経常利益又は経常損失（△） △107,291 17,936

特別損失

固定資産除却損 213 705

投資有価証券評価損 － 87,858

特別損失合計 213 88,563

税金等調整前四半期純損失（△） △107,504 △70,627

法人税、住民税及び事業税 3,156 7,722

法人税等調整額 － －

法人税等合計 3,156 7,722

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △110,660 △78,349

四半期純損失（△） △110,660 △78,349



（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △110,660 △78,349

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55,291 △22,940

繰延ヘッジ損益 10 4

その他の包括利益合計 △55,281 △22,935

四半期包括利益 △165,942 △101,285

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △165,942 △101,285

少数株主に係る四半期包括利益 － －



  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  ※  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。 

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

  

 
  

  ※  通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額は、次のとおりです。 

  

 
  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりです。 

  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 6,507千円 5,959千円

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

売上原価 1,952千円 2,826千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 53,222千円 52,523千円



  

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が前第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 51,486 2.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 38,603 1.50 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金



Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びア

ルミコンデンサ事業等を含んでいます。 

     ２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△123,583千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

す。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

     ３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失と調整を行っています。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、フィルムコンデンサ事業及びア

ルミコンデンサ事業等を含んでいます。 

     ２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△125,854千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

す。 

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理、管理部門等の一般管理部門に係る費用です。 

     ３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っています。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結 

損益及び包括 

利益計算書 

計上額(注)３

タンタル 

コンデンサ事業

回路保護素子 

事業
計

売上高

  外部顧客への売上高 1,131,551 204,845 1,336,397 88,818 1,425,215 ― 1,425,215

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,131,551 204,845 1,336,397 88,818 1,425,215 ― 1,425,215

セグメント利益 
又は損失(△)

△6,891 17,884 10,993 △7,221 3,771 △123,583 △119,811

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連結 

損益及び包括 

利益計算書 

計上額(注)３

タンタル 

コンデンサ事業

回路保護素子 

事業
計

売上高

  外部顧客への売上高 1,472,954 235,694 1,708,649 70,405 1,779,054 ― 1,779,054

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 1,472,954 235,694 1,708,649 70,405 1,779,054 ― 1,779,054

セグメント利益 
又は損失(△)

116,625 41,899 158,524 △17,108 141,416 △125,854 15,561



  

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

 
(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、又潜在株式が存在

しないため記載していません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △4円30銭 △3円04銭

    (算定上の基礎)

    四半期純損失(△)(千円) △110,660 △78,349

    普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △110,660 △78,349

    普通株式の期中平均株式数(株) 25,742,349 25,735,483

(重要な後発事象)

２ 【その他】

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成24年８月９日

松尾電機株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松

尾電機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松尾電機株式会社及び連結子会社の平成24

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    柳          承    煥    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    柏    木          忠    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。


